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J公社住宅に Wi-Fi 環境、宅配ボックス、タッチレスエ
レベー ターを整備

2030年度までに
都営住宅・公社住宅の太陽光発電を約 4,800kWに引上げ

※

（現状：約2,SOOkW)
※爛境基本計画の改定に合わせて上積みを予定

公共住宅における率先した取組
J建替えに当たって省エネ・再エネ利用を推進
J既存住宅において省エネ・再エネ利用を推進
J太陽光パネルの設置を拡大
J国産木材の利用拡大

住宅セーフティネットの中核としての
都営住宅の活用

J真に住宅に困窮する都民に対する公平かつ的確な供給
J都営住宅を良質なストックとして維持•更新

J都営住宅の集会所等を活用し、様々な人々が集い、
地域の交流活動の場となる居場所を創出

2030 年度に向 けた施策展開（主要）

✓DX、環境、防災などの住宅に関する新技術等の情報を
整理し、分かりやすく発信するとともに、都が推進す
る各種住宅制度などに反映

2030年までに
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I

民閻住宅のゼロエミッション化
J住宅関係団体等と連携した省エネ・再エネ住宅推進プラッ

トフォ ームを設置
J新築住宅について、東京ゼロエミ住宅の普及、太陽光発電

設備の設置義務化の検討、建築物省エネ法による規制誘導
措置等により省エネ・再エネ利用を促進

J既存住宅について、省エネ改修に対する支援、 再エネ利用
設備の導入促進等により省エネ・再エネ利用を促進

民間賃貸住宅を活用した住宅セ ー フティネット
J制度の普及啓発や貸主の不安軽減等により、

東京ささエール住宅の供給を促進

住宅確保要配慮者の居住支援
J区市町村における居住支援協議会の設立・活動促進
J居住支援法人の活動促進
J東京ささエール住宅（専用住宅）の活用促進

J高齢者のためのハー ド・ソフトを備えた住宅につい
て、福祉施策と連携を図りつつ、供給を促進

J住宅の温熱環境やバリアフリ一性能を向上

目標1

目標2
脱炭素社会の実現に
向けた住宅市街地の
ゼロエミッション化

目標3
住宅確保に

配慮を要する
都民の居住の安定

住まいにおける
子育て環境の向上

目標5 2030年度までに

都営住宅の創出用地における民間活用事業を 10 か所で実施

て こ

J都営住宅の建替え等を梃子にしたまちの再生を推進
J建替え等による創出用地を活用し、地域特性に応じた

民活事業を推進

一都営住宅・公社住宅

J空き家の実態把握と計画的な対策、 空き家の状況に
応じた適時適切な対応、地域特性に応じた空き家施
策の展開に向けて、 都が実施方針を定め、区市町村
と連携して対策を促進

J長期優良住宅、インスペクション、住宅履歴情報等の
制度の周知と活用を促進

J管理状況届出制度の情報を活用して管理組合に働き
かける等により、マンションの適正な管理を促進

J老朽マンションについて、改修 や建替えなどによる
再生を促進

J分譲された住宅団地においても、公共住宅団地にお
ける取組を参考にした住民、事業者、区市町村によ
る団地の再生を支援

一民間住宅

目標6

目標7
空き家対策の

推進による
地域の活性化

目標8
良質な住宅を

安心して選択できる
市場環境の実現

目標，
安全で良質な

マンションストックの
形成

目標10
都市づくりと
一体となった

団地の再生
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省エネ・再エネ住宅の普及促進に向け、住宅関係団
体等と連携して、都民の気運を醸成するとともに施
策を効果的に推進していくための省エネ・再エネ住
宅推進プラットフォームを設立し、都民への普及啓
発や相談窓口の設置、事業者の技術力向上等の取組
を推進します。
都民が環境に配慮した住宅の情報を得られるよう、
関係局と連携し、省エネルギー性能等について、分
かりやすい等級や数値などで示す住宅性能表示制度
を広く普及するとともに、支援制度等についても効
果的に情報発信していきます。

東京の地域特性を踏まえた省エネルギー性能の高
い住宅の供給を促進するため、都が定める基準を
満たす「東京ゼロエミ住宅」の更なる普及を推進
します。
住宅等の一定の中小新築建築物に太陽光発電設備
の設置を義務付ける、都独自の制度の導入に向け
た検討を進めます。

住宅のゼロエミッション化に向け、省エネルギー性能に優れ、太陽光発電設備など再生可能エネルギー利用設
備が設置された環境性能の高い住宅の普及を促進する必要があります。こうした住宅は、居住者の健康に良い
影響を与えるとともに、災害時にも自ら再生可能エネルギーを確保することにより都市のレジリエンス機能の
向上にも資することから、その普及を図っていきます。
再生可能エネルギーの利用拡大に加えてＣＯ２の吸収にも資する緑の整備など、住宅市街地のゼロエミッショ
ン化に向けた取組を推進していきます。
公共住宅において、住宅のゼロエミッション化に向けた率先した取組を進めていきます。

ー 具体的な施策 ー
民間住宅のゼロエミッション化 環境性能の高い新築住宅の供給

住宅のゼロエミッション化

省エネ・再エネ住宅推進プラットフォームのイメージ

2030年度に向けた施策展開の方向性

脱炭素社会の実現に向けた住宅市街地の
ゼロエミッション化2目標

4第 章
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住宅用太陽光発電設備の維持管理上の注意点や保
守点検の重要性に関する啓発に取り組むとともに、
太陽光発電設備の３Ｒ（リデュース・リユース・リ
サイクル）を促進する仕組みの構築を図ります。
住宅における省エネルギー対策や再生可能エネル
ギー利用の普及促進に向け、施工事例や支援制度
などについて分かりやすく効果的な情報発信を行
います。

公共住宅の建替えに当たっては、居住者の健康に
も資する断熱性能などの省エネルギー性能を確保
するとともに、自家消費が可能な建物については
太陽光パネルの設置容量の拡大を図ります。また、
公社住宅では、国が掲げる政策目標年次に先駆け
てＺＥＨーＭの導入を行い、住宅の省エネ性能の大
幅な向上を図ります。
既存の公共住宅について、共用部の照明のＬＥＤ化
など省エネルギー化に取り組みます。また、太陽光
発電設備について、建物の構造、耐用年数などを
勘案しながら設置を推進していきます。
都営住宅の建替えなどの公共工事において、「東京
都環境物品等調達方針」に基づき、再生建設資材
など環境に配慮した建築資材の使用を推進すると
ともに、「東京都建設リサイクルガイドライン」に
基づき、建設発生土や建設廃棄物などの建設副産
物の発生抑制及び建設資材としての有効活用を推
進します。

東京都建築物環境計画書制度や都市開発諸制度等
を活用し、断熱性能や省エネルギー性能の高いマ
ンションの整備や再生可能エネルギーの導入等を
促進するとともに、こうしたマンションを都民が適
切に選択できるよう、住宅性能表示制度やマンシ
ョン環境性能表示制度の普及を促進します。なお、
東京都建築物環境計画書制度について、省エネル
ギー性能基準の強化や再生可能エネルギー設備の
設置の最低基準を新設するなど、制度の強化に向
けた検討を開始します。こうした取組により、環境
に配慮した質の高い建築物が評価される市場の形
成と新たな環境技術の開発を促進します。
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律
（平成 27年法律第 53号）の的確な運用・周知を図
ります。また、国における検討の動向などを踏まえ
て、都として住宅・建築物における省エネルギー対
策の検討・対応を進めます。

既存住宅の省エネルギー性能の向上を促進するた
め、省エネ診断や断熱化工事、設備効率化に対し
て補助を行う区市町村への支援等を新たに開始す
るとともに、区市町村の実施体制が整うまでの当面
の間、都による直接補助を実施します。
既存住宅において熱の出入りが大きい窓及びドア
を高断熱窓及び高断熱ドアに交換する取組や、ＺＥ
Ｖを活用してエネルギーの共有・融通を図るＶ２Ｈ
の普及、省エネルギー性能の高い家電の導入等へ
の補助を実施します。
既存住宅の省エネルギー化を促進するため、「住宅
の省エネリフォームガイドブック」の普及を図ると
ともに、技術の進歩等に応じ適宜改訂を行い、内
容の充実に努めていきます。

太陽光発電や太陽熱利用機器などの再生可能エネ
ルギー利用設備や、太陽光発電の自家消費に活用
できる蓄電池の設置への補助を実施します。
再生可能エネルギー電力を共同購入することによ
る価格の低減を図る仕組みの普及などにより、再
生可能エネルギー利用の促進を図ります。

都営住宅への太陽光パネルの設置の例

再生可能エネルギー利用設備の導入促進

既存住宅の環境性能の向上

公共住宅における率先した取組
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